京都市伏見区総合庁舎整備等事業

入札説明書様式集

平成18年2月27日

京　都　市

　提出書類一覧表及び記載要領　

提出書類一覧表
· 提出部数について，「1部」は正本を1部，それ以外は正本を1部，残りを副本として提出すること。

	様式番号
	書類名称
	提出部数
	サイズ
	枚数制限
	備考

	＜入札説明会に関する提出書類＞

	1
	入札説明会・現地見学会参加申込書
	1
	A4
	1
	・Excel形式

	2
	入札説明書等に関する質問書
	1
	A4
	適宜
	・Excel形式

	＜資格審査（第１次審査）に関する提出書類＞

	Ⅰ．一般競争入札参加資格確認申請書等

	3
	参加表明書
	2
	A4
	1
	

	4
	一般競争入札参加資格確認申請書
	2
	A4
	1
	添付書類一覧付

	5-1
	入札参加者の代表企業，構成員及び協力企業一覧表
	2
	A4
	適宜
	

	5-2
	入札参加者の資本関係調書
	2
	A4
	適宜
	

	5-3
	入札参加者の人的関係調書
	2
	A4
	適宜
	

	6
	委任状
	2
	A4
	適宜
	

	7
	実績に関する総括表
	2
	A4
	1
	

	8
	設計実績調書
	2
	A4
	適宜
	

	9
	建設実績調書
	2
	A4
	適宜
	

	10
	工事監理実績調書
	2
	A4
	適宜
	

	11
	維持管理実績調書
	2
	A4
	適宜
	

	12
	設計資格者配置予定調書
	2
	A4
	適宜
	

	13
	建設監督技術者配置予定調書
	2
	A4
	適宜
	

	14
	工事監理技術者配置予定調書
	2
	A4
	適宜
	

	15
	維持管理技術者配置予定調書
	2
	A4
	適宜
	

	－
	その他の入札参加資格を証する書類
	2
	A4
	適宜
	

	Ⅱ．その他

	16
	入札参加資格がないと認められた理由の説明要求書
	2
	A4
	適宜
	

	17-1
	構成員，協力企業の変更申請書
	2
	A4
	適宜
	

	17-2
	構成員，協力企業の変更申請書に係る内訳書
	2
	A4
	適宜
	

	18
	入札辞退書
	2
	A4
	適宜
	

	＜総合審査（第２次審査）に関する提出書類＞

	Ⅰ．入札書等

	19
	入札提出書類提出届
	2
	A4
	1
	

	20
	入札書
	1
	A4
	1
	

	21
	要求水準に関する誓約書
	2
	A4
	1
	

	Ⅱ．業務遂行能力確認資料

	－
	有価証券報告書等
	5
	
	適宜
	

	Ⅲ．提案書

	（１）設計業務提案書

	22
	設計業務提案書　表紙
	25
	A4
	1
	

	23
	設計業務計画説明書
	25
	A4
	2以内
	

	24
	設計概要
	25
	A4
	適宜
	

	25
	利用予定者意見募集実施提案書
	25
	A4
	3以内
	


	26
	設計説明書－１　地域及び景観への配慮に関する提案
	25
	A4
	5以内
	

	27-1
	設計説明書－２　配置計画及び外構計画①
	25
	A4
	2以内
	

	27-2
	設計説明書－２　配置計画及び外構計画②
	25
	A4
	2以内
	

	28
	設計説明書－３　平面・動線計画
	25
	A4
	3以内
	

	29
	設計説明書－４　バリアフリー，ユニバーサルデザイン計画
	25
	A4
	3以内
	

	30
	設計計画書－５　施設安全計画　
	25
	A4
	3以内
	

	31
	設計計画書－６　環境共生計画
	25
	A4
	3以内
	

	32
	設計計画書－７　経済性への配慮に関する提案
	25
	A4
	3以内
	

	33-1
	設計計画書－８　設備計画の考え方①
	25
	A4
	1
	

	33-2
	設計計画書－８　設備計画の考え方②
	25
	A4
	1
	

	33-3
	設計計画書－８　設備計画の考え方③
	25
	A4
	1
	

	33-4
	設計計画書－８　設備計画の考え方④
	25
	A4
	1
	

	34
	設計計画書－９　構造計画の考え方
	25
	A4
	2以内
	

	35
	設計計画書－１０　利便性・快適性への配慮に関する提案
	25
	A4
	2以内
	

	36
	設計計画書－１１　市民の多様な活動や交流のへの配慮に関する提案
	25
	A4
	3以内
	

	37
	電気設備概要
	25
	A4
	5以内
	

	38
	機械設備概要
	25
	A4
	5以内
	

	39
	面積表
	25
	A4
	2以内
	

	40
	外部仕上げ表
	25
	A4
	1
	

	41
	内部仕上げ表
	25
	A3
	1
	

	42
	要求水準確認表
	25
	A4
	1
	・Excel形式

	（２）提案図面集

	－
	配置図
	25
	A3
	2以内
	1/600，PDF形式

	－
	動線計画図
	25
	A3
	3以内
	縮尺任意，PDF形式

	－
	各階平面図
	25
	A3
	適宜
	1/400，PDF形式

	－
	立面図
	25
	A3
	適宜
	1/400，4面以上，PDF形式

	－
	断面図
	25
	A3
	適宜
	1/400，2面以上，PDF形式

	－
	日影図
	25
	A3
	1
	1/1000，PDF形式

	－
	設備系統図
	25
	A3
	適宜
	PDF形式

	－
	全体鳥瞰図
	25
	A3
	1
	1点，PDF形式

	－
	外観俯瞰図
	25
	A3
	2以内
	1点以上，PDF形式

	－
	内観透視図
	25
	A3
	2以内
	主要箇所，3点以上，PDF形式

	（３）建設・工事監理業務提案書

	43
	建設・工事監理業務提案書　表紙
	25
	A4
	1
	

	44
	建設・工事監理業務計画説明書
	25
	A4
	2以内
	

	45
	建設・工事・除却に関する提案
	25
	A4
	3以内
	

	46
	建設・除却工事費見積書
	25
	A4
	適宜
	・Excel形式

	47
	工程計画書
	25
	A3
	1
	

	（４）維持管理業務提案書

	48
	維持管理業務提案書　表紙
	25
	A4
	1
	

	49
	維持管理業務計画説明書
	25
	A4
	2以内
	

	50
	計画説明書－１　建物保守管理業務
	25
	A4
	2以内
	

	51
	計画説明書－２　設備保守管理業務
	25
	A4
	2以内
	

	52
	計画説明書－３　清掃業務
	25
	A4
	2以内
	

	53
	計画説明書－４　安全管理業務
	25
	A4
	2以内
	

	54
	計画説明書－５　環境衛生管理業務
	25
	A4
	2以内
	

	55
	計画説明書－６　外構施設維持管理業務
	25
	A4
	2以内
	

	56
	計画説明書－７　植栽管理業務
	25
	A4
	2以内
	

	57
	計画説明書－８　ライフサイクルコストの縮減
	25
	A4
	3以内
	

	58-1
	維持管理業務　見積書１（総括表）
	25
	A4
	1
	・Excel形式

	58-2
	維持管理業務　見積書２（建物保守管理業務）
	25
	A3
	1
	・Excel形式

	58-3
	維持管理業務　見積書３（設備保守管理業務）
	25
	A3
	1
	・Excel形式

	58-4
	維持管理業務　見積書４（清掃業務）
	25
	A3
	1
	・Excel形式

	58-5
	維持管理業務　見積書５（安全管理業務）
	25
	A3
	1
	・Excel形式

	58-6
	維持管理業務　見積書６（環境衛生管理業務）
	25
	A3
	1
	・Excel形式

	58-7
	維持管理業務　見積書７（外構施設維持管理業務）
	25
	A3
	1
	・Excel形式

	58-8
	維持管理業務　見積書８（植栽管理業務）
	25
	A3
	1
	・Excel形式

	58-9
	維持管理業務　見積書９（SPC諸経費）
	25
	A3
	1
	・Excel形式

	（５）事業計画提案書

	59
	事業計画提案書　表紙
	25
	A4
	1
	

	60
	事業計画説明書－１　事業実施体制スキーム図
	25
	A4
	1
	

	61
	事業計画説明書－２　構成員等の役割分担
	25
	A4
	適宜
	

	62
	事業計画説明書－３　PFI事業者設立計画書
	25
	A4
	1
	

	63
	資金調達計画
	25
	A4
	適宜
	

	64
	リスク管理方針
	25
	A4
	3以内
	

	65
	長期収損益計画表
	25
	A3
	1
	・Excel形式

	66
	キャッシュフロー計画表
	25
	A3
	1
	・Excel形式

	67
	サービス購入費の支払い予定表
	25
	A3
	1
	・Excel形式

	68-1
	入札金額内訳書
	25
	A4
	1
	・Excel形式

	69-2
	入札（契約予定）金額内訳書
	25
	A4
	1
	・Excel形式


1． 一般事項

· 各提出書類の様式はホームページからダウンロードし，使用すること。
区政推進課ホームページ：http://www.city.kyoto.jp/bunshi/kusei/
· 各提出書類に用いる言語は日本語，計量単位は計量法(平成４年法律第51号) に定めるもの，通貨単位は円，時刻は日本標準時とする。なお，提案書に記載する金額の単位が千円の場合については,特に注記がなければ,四捨五入による端数処理を行うこと。

· 入札提出書類（様式22以降）については，各書類の右下等所定の欄に，本市から送付された入札参加資格審査通知書に表記の番号を記入すること。なお，提案内容記入欄以外の場所に，ロゴ，住所，会社名，氏名等の会社名等がわかる表示は付さないこと。

· 押印を要する提出書類には，法人の場合は，代表者の役職名，氏名を記入し，社印及び代表者印を押印すること。ただし，代表者印に法人の名称が表されている印章を押印する場合は，社印を省略することができる。
· 各提出書類は，様式集に定める各様式に従いA4判或いはA3判とし，再生紙を使用すること。

· 提案図面集はA3判とし，再生紙を使用すること。

· 各提案書には，表紙（様式22，43，48，59）をそれぞれ付け，別々に左綴じでA4判縦の製本とすること。なお，A3判の様式は折込むこと。ただし，提案図面集はA3判横のまま折込まずに，左綴じで製本すること。

· 各様式の枚数制限は，それを遵守すること。なお，提案をわかりやすく説明するために模式図やイラスト等による表現は可能とするが，規定枚数に含めること。

· 各様式において記述による説明が必要とされている事項については，必ず記述すること。

· 各様式間において記載内容の整合性を図ること。

· 造語，略語は，専門用語，一般用語を用いて初出の箇所に定義を記述すること。

· 他の様式間で参照が必要な場合には，該当する様式を記述すること。

· Microsoft Excel形式の様式では，計算の数式及び他のシートとのリンクが残ったままとし，再計算等が可能な状況で提出すること。
· 金融機関から提出される関心表明書等，第二次審査で提出する様式に対して必要がある場合は，関連する添付資料を提出すること。
· 提案図面集を除き，各提出書類で使用する文字の大きさは，原則10.5ポイント程度とすること。

· 提案図面集を除き，各提出書類は白黒印刷とし，彩色は認めない。

· 提案書類提出時には，各提案書類の指定部数に加え，様式22以降に関するすべてのデータをCD-Rに保存のうえ3部提出すること。

· 使用ソフトは， Microsoft Word　及び　Microsoft Excel（いずれの形式もWindows版で処理可能なもの）を使用すること。なお，提案図面集は出力サイズをA3版とし，ファイル形式をPDF形式としてCD-Rに保存のうえ，提出すること。
2． 提出書類及び記載要領

提出書類は，入札説明書，各様式及び本記載要領に従って記入もしくは作成し，提出すること。

(1) 入札説明会に関する提出書類

· 入札説明会・現地見学会参加申込書

様式1に従い，必要事項を記入すること。
· 入札説明書等に関する質問書

様式2に従い，必要事項を記入すること。
(2) 資格審査（第1次審査）に関する提出書類

Ⅰ．一般競争入札参加資格確認申請書等

· 参加表明書

様式3に従い，必要事項を記入すること。

代表企業の代表者職氏名については，契約権限のある代表者職氏名とすること。

なお，企業の代表者から契約権限の委任を受けて，その委任状を京都市理財局財務部調度課へ提出している場合は，その受任者を代表者職氏名として記載しても差し支えない。

· 一般競争入札参加資格確認申請書

様式4に従い，必要事項を記入すること。表中の欄「該当部分概要」には，書類内容についての概要を記載すること。ただし，様式5-1から様式15については記載不要である。

表中の欄「部数」には，様式別に提出する枚数を記載すること。

· 入札参加者の代表企業，構成員及び協力企業一覧表

様式5-1に従い，必要事項を記入すること。入札参加者の代表企業，構成員及び協力企業について，必要な項目を記載すること。

· 入札参加者の資本関係調書

様式5-2に従い，必要事項を記入すること。入札参加者の代表企業及び構成員について，必要な項目を記載すること。

代表企業及び全ての構成員ごとに，１社につき１枚作成すること。

· 入札参加者の人的関係調書

様式5-3に従い，必要事項を記入すること。入札参加者の代表企業及び構成員について，必要な項目を記載すること。

代表企業及び全ての構成員ごとに，１社につき１枚作成すること。

· 委任状

様式6に従い，必要事項を記入すること。

· 実績に関する総括表

様式7に従い，必要事項を記入すること。構成員及び協力企業のうち，設計・建設・工事監理・維持管理の業務を担当するそれぞれの企業は，担当する業務ごとに１以上の同種の実績を記載すること。

· 設計実績調書，建設実績調書，工事監理実績調書，維持管理実績調書

様式8～11に従い，必要事項を記入すること。実績等を証するための請負契約書，設計図書等の写しを必ず添付すること。なお，記載事項に虚偽があれば，応募者は失格とする。

また，設計，建設，工事監理，維持管理の各業務について，各業務を複数の企業で実施する場合は，各企業の実績を記載し，実績等を証する請負契約書等の写しを必ず添付すること。

· 設計資格者配置予定調書，建設監督技術者配置予定調書，工事監理技術者配置予定調書，維持管理技術者配置予定調書

様式12～15に従い，必要事項を記入すること。配置予定の統括技術者については，設計，建設，工事監理及び維持管理のそれぞれの業務に対して総括的な役割を果たす者とする。なお，統括技術者の保有する資格を証する資格証等の写し必ず添付すること。

業務を分担される場合は，それぞれ担当する役割として記載し，適宜枚数を増やすこと。

Ⅱ．その他

· 入札参加資格がないと認められた理由の説明請求書

様式16に従い，必要事項を記入し，入札説明書「第３　３　(8) 入札参加資格がないと認められた者の不服申し立て及び説明請求」に則って，手続きをとること。

· 構成員，協力企業の変更申請書及び構成員，協力企業の変更申請書に係る内訳書

構成員又は協力企業の変更を要するやむを得ない事情が生じた場合には，様式17-1及び17-2に従い，必要事項を記入し，速やかに提出すること。

なお，参加資格を証する関係書類を添えて提出すること。

(3) 総合審査（第２次審査）に関する提出書類

Ⅰ．入札書等

· 入札提出書類提出届

様式19に従い，必要事項を記入すること。

· 入札書

様式20に従い，必要事項を記入すること。

· 要求水準に関する誓約書

様式21に従い，必要事項を記入すること。

Ⅱ．業務遂行能力確認資料

入札参加者のうち，代表企業については有価証券報告書の次の事項の該当箇所（報告書を作成していない場合は，税務申告書の該当箇所。ただし、税務申告書の該当箇所以外の内容の提出が必要と市が判断した場合には、市は代表企業に通知し、代表企業は速やかに提出に応じること。）の写し並びに監査報告書を提出すること。また，事業遂行能力に不安のある代表企業は，代替信用補完措置への対応についてA4判に記載し，提出すること。

□ 企業単体の貸借対照表及び損益計算書（最近3期分）

□ 企業単体の減価償却明細表（最近3期分）

□ 連結決算の貸借対照表及び損益計算書（最近3期分）

Ⅲ．提案書

□　配置図

縮尺は1/600とし，周辺道路，隣接地との関係を表現すること。

要求水準書が求める施設，構築物位置を記入すること。

駐車場は、来庁者用，公用車用の位置を明記する。なお、来庁者用のうち、車イス使用者用の位置が判別できるように明記すること。

駐輪場は、来庁者用，公用車用の位置を明記する。
外構等の緑化計画を記載すること。（配置図とは別紙としても良い。この場合の縮尺は任意とする。）

□　動線計画図

縮尺は任意とし，周辺道路との関係を表現すること。

要求水準書が求める車（来庁車，公用車，緊急車両，検診車，その他サービス車両），人（来庁者，集団検診対象者，職員，庁舎サービス維持管理者など）の動線が明確に判断できるように表現すること。

検診車の駐車スペースを明記すること。

危険物・廃棄物等のためのスペースを明記すること。

避難経路及び消防活動スペースを明記すること。

□　各階平面図

各階ごとに原則１枚に作図すること。

可能な場合，部門区分，管理区分を表現すること。

主要室には，本工事機器類や家具備品配置（別途工事分は破線で記入）及び室面積を記入すること。

屋上やテラス利用がある場合は，表現すること。

□　立面図

東西南北各１面を表現すること。

外部仕上げを記入すること。

□　断面図

断面位置を表現すること。（配置図等に記入でも可）

周辺道路や現地盤レベルとの高さ関係を記入すること。

法的高さ規制のクリアー図を記入すること。

1階床下（ピット等）の利用がある場合は，表現すること。

主要室の天井高を記入すること。

□　日影図

時刻日影，等時間日影を記入すること。

入力データを明確に記入すること。

等時間日影規制範囲内には，周辺建物位置形状をプロットすること。

□　設備系統図

主要設備項目ごとに，系統図を作成すること。

系統図は運営主体及び管理区分の相違を表現すること。

□　全体鳥瞰図

敷地周辺街区を含む計画敷地全体を表現すること。（彩色）

□　外観透視図

中心となる施設の外観を表現すること。（彩色）

市民の活動，交流の用途に利用するスペースや賑わいを創出する外部空間を含めて表現すること。

□　内観透視図

主要な内部空間の透視図を3点以上とする。（彩色）
提案性の高い空間，特に強調したい空間を選定すること。
透視図のサイズは問わない。
資格審査（第１次審査）に関する提出書類　様式

（様式3）

参加表明書

平成　　年　　月　　日

（あて先）　京都市長
入札参加者

入札参加グループ名※１
（代表企業）

所在地
商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
平成18年2月27日付けで入札公告のありました「京都市伏見区総合庁舎整備等事業」に係る一般競争入札に以下の構成により参加することを表明します。

	代表企業
	役割

	
	 eq \o\ad(所在地,　　　　　　)
名称又は商号
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　




 eq \o\ac(◯,印)
担当者氏　名
所　属
所在地
電　話


ＦＡＸ
E-Mail

	構成員
	役割

	
	 eq \o\ad(所在地,　　　　　　)
名称又は商号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者氏　名
所　属
所在地
電　話


ＦＡＸ
E-Mail





	協力企業
	役割

	
	 eq \o\ad(所在地,　　　　　　)
名称又は商号
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者氏　名
所　属
所在地
電　話


ＦＡＸ
E-Mail






 eq \o\ac(◯,印)


※１　入札参加グループの場合に記入すること。

※２　記入欄が不足する場合は，適宜追加すること。複数枚に及ぶ場合は，割印をすること。
※３　添付資料として，代表企業及び構成員，協力企業について会社概要或いは類する書類（正本１部，副本１部）を提出すること。

※４　役割欄は，本事業における当該応募者の役割について，設計，建設，維持管理の別等，できるだけ詳細に記入すること。
（様式4）

一般競争入札参加資格確認申請書

平成　　年　　月　　日

（あて先）　京都市長

入札参加者

入札参加グループ名
（代表企業）

所在地
商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
担当者

　所　属

　職・氏名

連絡先（電話）
　　　　（FAX）

　　　　（E-Mail）

平成18年2月27日付けで入札公告のありました「京都市伏見区総合庁舎整備等事業」に係る一般競争入札参加資格について確認されたく，別添書類に示す書類を添えて申請します。

なお，入札公告及び入札説明書で定められた入札参加資格要件（入札参加者等の基本的な参加資格要件，入札参加者等の業務別の参加資格要件）を満たしていること，並びにこの申請書及び別添書類，関係書類のすべての記載事項について，事実と相違ないことを誓約します。

（様式4　別添書類）

添付書類一覧
	添付書類名
	該当部分概要
	部数

	入札参加者の代表企業，構成企業及び協力企業一覧表（様式5-1）
	－
	

	入札参加者の資本関係調書（様式5-2）
	－
	

	入札参加者の人的関係調書（様式5-3）
	－
	

	委任状（様式6）
	－
	

	実績に関する総括表（様式7）
	－
	

	設計実績調書（様式8）
	－
	

	建設実績調書（様式9）
	－
	

	工事監理実績調書（様式10）
	－
	

	維持管理実績調書（様式11）
	－
	

	設計資格者配置予定調書（様式12）
	－
	

	建設監督技術者配置予定調書（様式13）
	－
	

	工事監理技術者配置予定調書（様式14）
	－
	

	維持管理技術者配置予定調書（様式15）
	－
	

	その他の入札参加資格を証する書類
	
	－

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


· 「該当部分概要」について，様式5-1～様式15まではその内容を記載する必要はありません。（記入欄に「－」の記載をしています。）

· 「その他の入札参加資格を証する書類」については，当該資料がどの参加資格要件に該当するかの内容を記載すること。（例：建築士法第23 条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っていることを証する書類）

（様式5-1）

平成　　年　　月　　日

入札参加者の代表企業，構成員及び協力企業一覧表

	代表企業
	商号又は名称

所在地

代表者職氏名

	
	担当者氏名

担当者所属・役職

電話　　　　　　　　　　　　　　／FAX

E-Mail

	
	＜本事業における役割(設計・建設・工事監理・維持管理・その他)＞

· 会社の概要を簡潔に記載した後，本事業における役割について○で囲み，その内容を記載すること。

· なお，一つの業務を複数の企業で分担する場合は，分担する業務の内容についても記載すること。以下同様とします。

	構成員
	商号又は名称

所在地

代表者職氏名

	
	担当者氏名

担当者所属・役職

電話　　　　　　　　　　　　　　／FAX

E-Mail

	
	＜本事業における役割(設計・建設・工事監理・維持管理・その他)＞



	協力企業
	商号又は名称

所在地

代表者職氏名

	
	担当者氏名

担当者所属・役職

電話　　　　　　　　　　　　　　／FAX

E-Mail

	
	＜本事業における役割(設計・建設・工事監理・維持管理・その他)＞




※構成員及び協力企業の記入欄が足りない場合は，本様式に準じて追加・作成すること。

（様式5-2）

入札参加者の資本関係調書
平成　　年　　月　　日

（あて先）　京都市長
入札参加者

入札参加グループ名

（代表企業）

所在地
商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
平成18年2月27日付けで入札公告のありました「京都市伏見区総合庁舎整備等事業」に係る一般競争入札の入札参加者である【　　　　　　　　】の資本関係について以下のとおり報告します。

１　出資構成

	出資者の名称
	出資割合

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


２　出資状況

	出資する企業名称
	議決権保有割合

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


※１　【　　　】には代表企業又は構成員の企業名を記載すること。

※２　記入欄が不足する場合は，適宜追加すること。複数枚に及ぶ場合には，割印をすること。

（様式5-3）

入札参加者の人的関係調書
平成　　年　　月　　日

（あて先）　京都市長
入札参加者

入札参加グループ名

（代表企業）

所在地
商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
平成18年2月27日付けで入札公告のありました「京都市伏見区総合庁舎整備等事業」に係る一般競争入札の入札参加者である【　　　　　　　　】の人的関係について以下のとおり報告します。

	役員の氏名※3
	役職
	兼務している

企業の名称※4
	兼務している

企業における役職

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※１　【　　　　】には代表企業又は構成員の企業名を記載すること。

※２　記入欄が不足する場合は，適宜追加すること。複数枚に及ぶ場合には，割印をすること。

※３　兼務の有無に関わらず，全ての役員について記載すること。

※４　役員が他社の役員を兼務していない場合は，「兼務している企業の名称」の欄に「なし」と記入すること。

（様式6）
（あて先）　京都市長

平成　　年　　月　　日

委　任　状

	構成員

（委任者）
	所　在　地　
商号又は名称　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


私は，次の者を平成18年2月27日付けで入札公告のありました「京都市伏見区総合庁舎整備等事業」に係る入札参加者の構成企業の代表企業とし，参加表明書提出の日から特別目的会社設立の日までの間，「京都市伏見区総合庁舎整備等事業」に係る入札等に関し，次に記載する権限を委任しました。

	代表企業

（受任者）
	所　在　地　
商号又は名称　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	委任事項
	1　 入札への参加表明に関する件

2　 入札への参加資格確認申請に関する件

3　 入札辞退に関する件

4　 入札及び提案に関する件

5　 復代理人の選任並びに解任に関する件

6　 特別目的会社の設立までの契約に関する件


· 構成員ごとに本様式に従って委任状を作成すること。

· 入札参加者が代表企業のみであるときは，本状の作成及び提出の必要はありません。

· 代表企業の代表者（又は本市に提出済みの受任者）以外の代理人名で一般競争入札参加資格確認申請書を提出する場合は、任意の様式での委任状を添付すること。

（様式7）

平成　　年　　月　　日

実績に関する総括表
	入札参加者又は

入札参加グループ名
	


１．設計実績
	参加企業の商号又は名称
	代表企業，構成員又は

協力企業の別
	該当する実績

（実績番号）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


２．建設実績
	参加企業の商号又は名称
	代表企業，構成員又は

協力企業の別
	該当する実績

（実績番号）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


３．工事監理実績
	参加企業の商号又は名称
	代表企業，構成員又は

協力企業の別
	該当する実績

（実績番号）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


４．維持管理実績
	参加企業の商号又は名称
	代表企業，構成員又は

協力企業の別
	該当する実績

（実績番号）

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


※　「代表企業，構成員又は協力企業の別」欄には「代表企業」「構成員」「協力企業」のいずれかを記載すること。

※　実績番号については，設計・建設・維持管理実績を通して実績ごとに番号をつけること。

※　該当する実績については，様式8～11との整合性を保つこと。

（様式8）

平成　　年　　月　　日

設計実績調書
	実績番号※1
	

	入札参加者又は入札参加グループ名
	

	参加企業の商号又は名称
	

	上記企業の代表企業，構成員又は協力企業の別
	代表企業 ・ 構成員 ・ 協力企業　　(いずれかを○で囲むこと)

	設計業務名称等
	（設計又は業務名）

（施設所在地）

（発注者）

（業務期間）

	設計概要等
	（施設種別）

（業務対象面積）

（担当業務内容）


※1実績番号については，様式7と同一の番号をつけること。

※2記入欄が足りない場合は，本様式に準じて追加・作成すること。

※3設計実績を証明し得る契約書及び設計図書等の写しを添付すること。

（様式9）

平成　　年　　月　　日

建設実績調書
	実績番号※1
	

	入札参加者又は入札参加グループ名
	

	参加企業の商号又は名称
	

	上記企業の代表企業，構成員又は協力企業の別
	代表企業 ・ 構成員 ・ 協力企業　　(いずれかを○で囲むこと)

	工事名称等
	（工事名）

（施設所在地）

（発注者）

（業務期間）

（出資比率）※2
（専任配置した監理技術者又は主任技術者の資格及び名称）※2


	工事概要等
	（施設種別）

（業務対象面積）

（担当業務内容）


※1実績番号については，様式7と同一の番号をつけること。

※2共同企業体の構成員としての実績の場合にのみ，記入すること。

※3記入欄が足りない場合は，本様式に準じて追加・作成すること。

※4実績を証明し得る契約書及び設計図書等の写しを添付すること。

（様式10）

平成　　年　　月　　日

工事監理実績調書
	実績番号※1
	

	入札参加者又は入札参加グループ名
	

	参加企業の商号又は名称
	

	上記企業の代表企業，構成員又は協力企業の別
	代表企業 ・ 構成員 ・ 協力企業　　(いずれかを○で囲むこと)

	工事名称等
	（工事名）

（施設所在地）

（発注者）

（業務期間）

（専任配置した監理技術者又は主任技術者の資格及び名称）



	工事概要等
	（施設種別）

（業務対象面積）

（担当業務内容）


※1実績番号については，様式7と同一の番号をつけること。
※2記入欄が足りない場合は，本様式に準じて追加・作成すること。

※3実績を証明し得る契約書及び設計図書等の写しを添付すること。

（様式11）

平成　　年　　月　　日

維持管理実績調書
	実績番号※1
	

	入札参加者又は入札参加グループ名
	

	参加企業の商号又は名称
	

	上記企業の代表企業，構成企業又は協力企業の別
	代表企業 ・ 構成企業 ・ 協力企業　　(いずれかを○で囲むこと)

	業務名称等
	（業務名）

（施設所在地）

（発注者）

（業務期間）

	業務概要等
	（施設種別）

（業務対象面積）

（担当業務内容）


※1実績番号については，様式7と同一の番号をつけること。

※2記入欄が足りない場合は，本様式に準じて追加・作成すること。

※3実績を証明し得る契約書及び設計図書等の写しを添付すること。

（様式12）

平成　　年　　月　　日

入札参加者又は入札参加グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

設計資格者配置予定調書

	配置予定の設計資格者の氏名
	

	担当する役割
	
	実務経験年数
	

	所有する資格
	

	複数の設計資格者を配置する場合の，上記の者の分担業務
	

	上記の者を雇用する企業名

，並びに雇用期間
	雇用開始年月　　　　年　　　月から（計　　　　年　　　箇月）

	上記企業の代表企業，構成員又は協力企業の別
	代表企業 ・ 構成員 ・ 協力企業 (いずれかを○で囲むこと)

	設計業務経験の内容
	業務の名称
	

	
	業務の発注者名
	

	
	業務の受注者名
	

	
	所在地
	

	
	設計期間
	

	
	建築物の用途
	

	
	対象面積
	


※記入欄が足りない場合は，本様式に準じて追加・作成すること。

※資格及び３箇月以上の雇用関係を証明する書類の写しを添付すること。

（様式13）

平成　　年　　月　　日

入札参加者又は入札参加グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

建設監督技術者配置予定調書

	配置予定の建設監督技術者の氏名
	

	担当する役割
	
	実務経験年数
	

	所有する資格
	

	複数の建設監督技術者を配置する場合の，上記の者の分担業務
	

	上記の者を雇用する企業名

，並びに雇用期間
	雇用開始年月　　　　年　　　月から（計　　　　年　　　箇月）

	上記企業の代表企業，構成員又は協力企業の別
	代表企業 ・ 構成員 ・ 協力企業 (いずれかを○で囲むこと)

	建設業務経験の内容
	工事の名称
	

	
	工事の発注者名
	

	
	工事の受注者名
	

	
	施工場所
	

	
	施工期間
	

	
	建築物の用途
	

	
	対象面積
	


※記入欄が足りない場合は，本様式に準じて追加・作成すること。

※資格及び３箇月以上の雇用関係を証明する書類の写しを添付すること。

（様式14）

平成　　年　　月　　日

入札参加者又は入札参加グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

工事監理技術者配置予定調書

	配置予定の工事監理技術者の氏名
	

	担当する役割
	
	実務経験年数
	

	所有する資格
	

	上記の者を雇用する企業名

，並びに雇用期間
	雇用開始年月　　　　年　　　月から（計　　　　年　　　箇月）

	上記企業の代表企業，構成員又は協力企業の別
	代表企業 ・ 構成員 ・ 協力企業 (いずれかを○で囲むこと)

	工事監理業務経験の内容
	工事の名称
	

	
	工事監理の発注者名
	

	
	工事監理の受注者名
	

	
	施工場所
	

	
	工事監理期間
	

	
	建築物の用途
	

	
	対象面積
	


※記入欄が足りない場合は，本様式に準じて追加・作成すること。

※資格及び３箇月以上の雇用関係を証明する書類の写しを添付すること。

（様式15）

平成　　年　　月　　日

入札参加者又は入札参加グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

維持管理技術者配置予定調書

	配置予定の維持管理技術者の氏名
	

	担当する役割
	
	実務経験年数
	

	所有する資格
	

	複数の維持管理技術者を配置する場合の，上記の者の分担業務
	

	上記の者を雇用する企業名
	

	上記企業について，代表企業，構成企業又は協力企業の別
	代表企業 ・ 構成企業 ・ 協力企業 (いずれかを○で囲むこと)

	維持管理業務経験の内容
	業務名称
	

	
	業務の発注者名
	

	
	業務の受注者名
	

	
	業務の場所
	

	
	業務の期間
	

	
	建築物の用途
	

	
	業務対象面積
	


※記入欄が足りない場合は，本様式に準じて追加・作成すること。

（様式16）

平成　　年　　月　　日

入札参加資格がないとされた理由の説明要求書

（あて先）　京都市長
入札参加者

入札参加グループ名
（代表企業）

所在地
商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
「京都市伏見区総合庁舎整備等事業」に係る一般競争入札参加資格がないと認められた理由についての説明を求めます。
（様式17-1）

平成　　年　　月　　日

構成員，協力企業の変更申請書

平成18年2月27日付けで入札公告のありました「京都市伏見区総合庁舎整備等事業」について，参加表明書及び一般競争入札参加資格確認申請書を提出しましたが，下記の理由により，別添のとおり【　　　　】を変更させていただきたく，当該変更後の企業に係る関係書類を添えて提出します。

なお，別添における変更後の【　　　　】は，本件入札説明書に示される入札参加資格要件を満たしていること，並びにこの申請書及び添付書類のすべての記載事項について，事実と相違ないことを誓約します。

※注　【　　　　】には，構成員又は協力企業のいずれかを記載すること。

入札参加者

入札参加グループ名
（代表企業）

所在地
商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
記

(変更する理由を記載すること)

（様式17-2）

構成員，協力企業の変更申請書に係る内訳書
	【　　　　】

（変更前）
	商号又は名称

所在地

代表者職氏名

	
	担当者氏名

担当者所属・役職

電話　　　　　　　　　　　　　　／FAX

E-Mail

	
	＜本事業における役割(設計・建設・工事監理・維持管理・その他)＞

· 会社の概要を簡潔に記載した後，本事業における役割について○で囲み，その内容を記載すること。

なお，一つの業務を複数の企業で分担する場合は，分担する業務の内容についても記載すること。以下同様とします。

	【　　　　】

（変更後）
	商号又は名称

所在地

代表者職氏名

	
	担当者氏名

担当者所属・役職

電話　　　　　　　　　　　　　　／FAX

E-Mail

	
	＜本事業における役割(設計・施工・維持管理・その他)＞




※【　　　　】には，構成員又は協力企業のいずれかを記載すること。
※変更する構成員及び協力企業が複数の場合は，本様式に準じて追加・作成すること。

※構成員及び協力企業を変更することにより，他の構成員及び協力企業の本事業における役割を変更する場合は，当該企業に関しても，本様式に準じて作成すること。

（様式18）
平成　　年　　月　　日

入　札　辞　退　書

（あて先）　京都市長　
平成18年2月27日付けで入札公告のありました「京都市伏見区総合庁舎整備等事業」に関する参加表明書及び一般競争入札参加資格確認申請書を提出しましたが，都合により入札を辞退します。

入札参加者

入札参加グループ名
（代表企業）

所在地
商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞
総合審査（第２次審査）に関する提出書類　様式

（様式19）

平成　　年　　月　　日

入札提出書類提出届

（あて先）　京都市長
入札参加者

入札参加グループ名
（代表企業）

所在地
商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞

担当者

　所　属

　職・氏名

連絡先（電話）
　　　　（FAX）

　　　　（E-Mail）

　「京都市伏見区総合庁舎整備等事業」の「入札公告・入札説明書等」に基づき，下記のとおり入札提出書類を提出します。

　なお，提出書類の記載事項及び添付書類について事実と相違ないことを誓約します。

（様式20）

入　札　書

平成　　年　　月　　日

（あて先）　京都市長

入札参加者

入札参加グループ名
（代表企業）

商号又は名称

所　在　地

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

上記代理人氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

京都市契約事務規則及び京都市競争入札等取扱要綱に従い，「京都市伏見区総合庁舎整備等事業　入札説明書等」（「要求水準書」，「落札者決定基準」，「仮契約書（案）」，「様式集」，及び「基本協定書（案）」を含む。）の各条項を承諾の上，下記のとおり入札します。

記

１　件　　名　　京都市伏見区総合庁舎整備等事業

	
	百
	十
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円


２　入札金額　

（注意事項）

１　入札金額は算用数字を用い消し難いものでで記載し，頭部に￥を付記すること。

２　代理人による入札の場合の印は代理人印のみでよいこと。

３　落札決定に当たっては，入札書に記載された金額に，当該金額の１００分の５に相当する額を加算した額（当該金額に１円未満の端数があるときは，その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので，入札者は，消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず，見積った契約希望金額から割賦手数料相当額を控除した金額の105分の100に相当する金額に割賦手数料相当額を加算した金額を入札書に記載すること。

（様式21）

平成　　年　　月　　日

要求水準に関する誓約書

（あて先）　京都市長
入札参加者

入札参加グループ名
（代表企業）

所在地
商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞

平成18年2月27日付けで入札公告のありました「京都市伏見区総合庁舎整備等事業」の入札に対する本入札提出書類の一式は，「入札説明書等」に規定された要求水準と同等又はそれ以上の水準であることを誓約します。

（様式22）

京都市伏見区総合庁舎整備等事業
設計業務提案書

表紙

平成　　年　　月　　日

入札参加者又は入札参加グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（様式23）

	　設計業務計画説明書

	◆設計業務の基本方針，実施方針，実施体制等について記述すること。（2枚以内）




（様式24）

設計概要

	一般事項

	項目
	内容
	備考

	構造規模
	　　　　　　　　　　　　　　造，　　　　　　　　　階建
	

	建築面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡
	

	延床面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡
	

	階別床面積
	　　　　　　階　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

　　　　　　階　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

　　　　　　階　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

　　　　　　階　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

　　　　　　階　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡


	

	建ぺい率
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
	

	容積率
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
	

	建物高さ

（最高の軒高さ）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｍ

　　　　　　　　　　（　　　　　　　　　　　　　　ｍ）
	

	附帯施設・外構施設・屋上施設等の種類・規模等
	・駐車場台数（来庁者用（内，車イス使用者用），公用車用）

・駐輪場台数（来庁者用，公用車用）
・植栽面積

・その他（進入路，サイン等）
	


※１　建物を一棟として整備しない場合は，各棟ごとに記入すること。

※２　記入欄が不足する場合は，適宜調整して記入すること。
（様式25）

	　利用予定者意見募集実施提案書

	◆利用予定者の意見募集の実施に際しての基本方針，意見募集手法，施設計画への反映方法について具体的に記述すること。（3枚以内）




（様式26）

	　設計説明書－１　地域及び景観への配慮に関する提案

	◆以下に留意した具体的な考え方及び提案を記述すること。（5枚以内）
・庁舎としてのシンボル性（外観，外構，エントランス，エントランスホールなど広範にわたる施設計画に関する配慮について記述すること）

・周囲への景観的調和

・伏見らしいイメージへの配慮（形態・意匠，仕上げなど含み，かつ広範にわたる施設計画に関する配慮について記述すること）

・水の存在のアピール

・周辺地域へのプライバシー・日照・騒音などへの配慮



（様式27-1）

	　設計説明書－２　配置計画及び外構計画①

	◆以下に留意した具体的な考え方及び提案を記述すること。（2枚以内）
・来庁者のアクセス

・来庁者動線とサービス動線の区分

・利便性の向上に対する提案




（様式27-2）

	　設計説明書－２　配置計画及び外構計画②

	◆以下に留意した具体的な考え方及び提案を記述すること。（2枚以内）
・賑わいや憩いの空間創造の工夫

・緑化空間の確保に関する工夫（植栽計画，ランドスケープデザインの考え方など）

・利用計画検討用地及び現図書館との連携に関する工夫


（様式28）

	　設計説明書－３　平面・動線計画

	◆以下に留意した具体的な考え方及び提案を記述すること。（3枚以内）
・施設特性への配慮

・利用者属性への配慮

・利用時間・運営主体・管理区分へ配慮


（様式29）

	　設計説明書－４　バリアフリー，ユニバーサルデザイン計画

	◆バリアフリー，ユニバーサルデザインに関する具体的な考え方及び提案を記述すること。（3枚以内）



（様式30）

	　設計説明書－５　施設安全計画

	◆以下に留意した具体的な考え方及び提案を記述すること。（3枚以内）
・災害対策拠点とし機能するための工夫

・施設計画における防犯性向上の工夫

・災害発生時の安全性確保の工夫

・工事中及び共用後の来庁者と職員の安全性に配慮した工夫


（様式31）

	　設計説明書－６　環境共生計画

	◆以下に留意した具体的な考え方及び提案を記述すること。（3枚以内）
・整備・運営・解体まで一貫した環境保全・環境負荷の低減（LCCO2削減など）

・雨水・井水の利用方法

・自然エネルギーの利用方法

・人体に無害な材料や低環境負荷材料の活用，資源循環への配慮


（様式32）

	　設計説明書－７　経済性への配慮に関する提案

	◆以下に留意した具体的な考え方及び提案を記述すること。（3枚以内）
・施設の長寿命化への工夫

・施設自体によるLCC縮減の工夫

・施設計画におけるフレキシビリティへの配慮


（様式33-1）

	　設計説明書－８　設備計画の考え方①

	◆以下に留意した具体的な考え方及び提案を記述すること。（1枚以内）
・利便性・快適性の確保




（様式33-2）

	　設計説明書－８　設備計画の考え方②

	◆以下に留意した具体的な考え方及び提案を記述すること。（1枚以内）
・環境保全・環境負荷の低減




（様式33-3）

	　設計説明書－８　設備計画の考え方③

	◆以下に留意した具体的な考え方及び提案を記述すること。（1枚以内）
・設備計画上のLCC縮減への工夫




（様式33-4）

	　設計説明書－８　設備計画の考え方④

	◆以下に留意した具体的な考え方及び提案を記述すること。（1枚以内）
・メンテナンスの容易性


（様式34）

	　設計説明書－９　構造計画の考え方

	◆構造計画（耐震性能，耐久性能，基礎構造など）について具体的な考え方及び提案を記述すること。（2枚以内）



（様式35）

	　設計説明書－１０　利便性・快適性への配慮に関する提案

	◆以下に留意した具体的な考え方及び提案を記述すること。（2枚以内）
・施設内部の利便性・快適性への配慮（諸室内部の形態や意匠，内装など含む）


（様式36）

	　設計説明書－１１　市民の多様な活動や交流のへの配慮に関する提案

	◆市民の多様な活動や交流のへの配慮に関する具体的な考え方及び提案を記述すること。（3枚以内）



（様式37）

電気設備概要

・仕様，設置場所，台数，出力などを記載すること。（５枚以内）

	電灯設備
	

	動力設備
	

	雷保護設備
	

	受変電設備
	

	静止形電源設備
	

	発電設備
	

	構内交換設備
	

	構内情報通信網設備
	

	情報表示設備
	

	映像，音響設備
	

	拡声設備
	

	誘導支援設備
	

	呼出設備
	

	テレビ共同受信設備
	

	監視カメラ設備
	

	駐車場管制設備
	

	火災報知設備
	

	防犯設備
	

	中央監視制御設備
	

	構内配電線路，通信線路設備
	

	昇降機設備
	

	太陽光発電設備
	

	テレビ電波障害防除設備
	

	その他の設備
	


（様式38）

機械設備概要

（5枚以内）

	給排水衛生設備
	

	
	給水設備
	

	
	給湯設備
	

	
	衛生器具設備
	

	
	排水設備
	

	
	ガス設備
	

	
	消火設備
	

	空調設備

（原則，加湿機能付）
	

	換気設備
	

	自動制御設備
	

	その他の設備
	


（様式39）

面　積　表
（2枚以内）

	施設名称
	施設内訳
	主　　要　　室
	総面積（㎡）
	階別面積（㎡）

	
	部名
	課名
	室　名
	面積(㎡)
	
	(　)階
	(　)階
	(　)階
	(　)階
	(　)階

	区役所
	区民部
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	福祉部
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	保健部
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	共通部門
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	小　　計
	
	
	
	
	
	
	

	青少年活動

センター
	活動スペース
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	執務スペース
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	小　　計
	
	
	
	
	
	
	

	全館共用部
	市民交流

スペース
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	小　　計
	
	
	
	
	
	
	

	
	面積合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※　課名及び主要室欄は適宜記入し，欄が不足する場合には追加すること。

· 提案する施設の階数が不足する場合には，階別面積欄を追加して記入すること。

（様式40）

外部仕上表
（1枚以内）

	
	仕上げ
	下地等
	備　考

	本　　体　　施　　設

	屋  根
	
	
	

	外  壁
	
	
	

	外部建具
	
	
	

	附　帯　施　設　・　外　構　施　設

	進入路
	
	
	

	構内道路
	歩　道
	
	
	

	
	車　道
	
	
	

	駐車場
	進入路
	
	
	

	
	駐車スペース
	
	
	

	公用車専用駐車場
	
	
	

	駐輪場
	
	
	

	その他
	
	
	


※　適宜項目を追加して記入すること。

（様式41）

内　部　仕　上　げ　表
（１枚以内）

	施設名称
	施設内訳
	主　　要　　室
	仕上げ
	備考

	
	部　　名
	課　名
	室　名
	天井高(ｍｍ)
	床
	壁
	天井
	

	区役所
	区民部
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	福祉部
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	保健部
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	共通部門
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	青少年活動

センター
	活動スペース
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	執務スペース
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	全館共用部
	市民交流スペース
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


※　課名欄及び主要室欄は適宜記入し，欄が不足する場合には追加すること。
（様式43）

京都市伏見区総合庁舎整備等事業
建設・工事監理業務提案書

表紙

平成　　年　　月　　日

入札参加者又は入札参加グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（様式44）

	　建設・工事監理業務計画説明書

	◆建設・工事監理業務の基本方針，実施方針，実施体制等について記述すること。（2枚以内）




（様式45）

	　建設・工事・除却に関する提案

	◆以下に留意した具体的な考え方及び提案を記述すること。（3枚以内）
・安全性への配慮

・周辺環境への配慮


（様式47）

	工程計画書

	◆着工日，竣工日，施設引渡し日，除却開始予定日，除却完了予定日及び作業内容を確認できる工事工程表を，見やすさを損なわない程度に詳しく記述すること。


（様式48）

京都市伏見区総合庁舎整備等事業
維持管理業務提案書

表紙

平成　　年　　月　　日

入札参加者又は入札参加グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（様式49）

	　維持管理業務計画説明書

	◆維持管理業務の基本方針，実施方針，実施体制等について記述すること。（2枚以内）





（様式50）

	　計画説明書－１　建物保守管理業務

	◆建物保守管理業務の基本的な考え方，スケジュール，業務内容，効率化への配慮について記述すること。（2枚以内）



（様式51）

	　計画説明書－２　設備保守管理業務

	◆設備保守管理業務の基本的な考え方，スケジュール，業務内容，効率化への配慮について記述すること。（2枚以内）



（様式52）

	　計画説明書－３　清掃業務

	◆清掃業務の基本的な考え方，スケジュール，業務内容，効率化への配慮について記述すること。（2枚以内）



（様式53）

	　計画説明書－４　安全管理業務

	◆安全管理業務の基本的な考え方，スケジュール，業務内容，効率化への配慮について記述すること。（2枚以内）



（様式54）

	　計画説明書－５　環境衛生管理業務

	◆環境衛生管理業務の基本的な考え方，スケジュール，業務内容，効率化への配慮について記述すること。（2枚以内）



（様式55）

	　計画説明書－６　外構施設維持管理業務

	◆外構施設維持管理業務の基本的な考え方，スケジュール，業務内容，効率化への配慮について記述すること。（2枚以内）



（様式56）

	　計画説明書－７　植栽管理業務

	◆植栽管理業務の基本的な考え方，スケジュール，業務内容，効率化への配慮について記述すること。（2枚以内）



（様式57）

	　計画説明書－８　ライフサイクルコストの縮減

	◆事業期間内外の維持管理業務全体におけるライフサイクルコストの縮減方策を具体的に記述すること。（3枚以内）



（様式59）

京都市伏見区総合庁舎整備等事業
事業計画提案書

表紙

平成　　年　　月　　日

入札参加者又は入札参加グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（様式60）

事業計画説明書－１　事業実施体制スキーム図



	　事業計画説明書－２　構成員等の役割分担

	· 入札参加者の各構成員・協力会社の役割について，次に従い記入すること。




（様式61）

※ 記入欄は，適宜追加のうえ，記入すること。
（様式62）

	　事業計画説明書－３　PFI事業者設立計画書

	◆ ＰＦＩ事業者（ＳＰＣ）の出資構成，職員構成等の組織概要を記入すること。




資金調達計画書

１　事業費の調達に関する考え方

　　自己資本と外部借入等の金額を，資金調達企業ごとの内訳もわかる形で記入すること。

	事業費総額
	百万円
	資金調達企業名
	
	
	

	
	
	自己資本
	百万円
	百万円
	百万円

	
	
	外部借入等
	百万円
	百万円
	百万円


２　外部借入等について

　　外部借入等について，その内訳，借入条件等を記入すること。

資金調達企業名〔　　　　　　　　　　　　　〕

	外部借入等


	百万円
	金融機関１（金融機関名）
	百万円

	
	
	借入条件
	
	融資確約
	有・無

	
	
	（借入時期，期間，金利，見直時期等）
	
	関心表明
	有・無

	
	
	金融機関２（金融機関名）
	百万円

	
	
	借入条件
	
	融資確約
	有・無

	
	
	（借入時期，期間，金利，見直時期等）
	
	関心表明
	有・無

	
	
	その他社債等（資金供給者名）
	百万円

	
	
	発行条件
	
	融資確約等
	有・無

	
	
	（発行時期，償還年限，表面利率等）
	
	関心表明等
	有・無


※１　資金調達企業ごとの内訳がわかる形で示し，現在検討している金融機関等（社債においては受託会社等を含む。）の名称，社債内

容等を具体的に記入すること。

２　必要に応じて，本様式の枚数を増やして記入すること。

３　金融機関等から融資確約，関心表明又はそれに類する書類を取得している場合は，その写しを提案書の最後に添付すること。


（様式64）

リスク管理方針

事業者が負担するリスクの管理に関する方針やその処理方法等について，以下の書式に沿って具体的に記入すること。記入欄が足りない場合は本様式に準じて追加して構いませんが，合わせてＡ４判３枚以内で作成すること。
１　リスク管理に関する方針

	本事業の特性等を踏まえたリスク管理に関する方針を簡潔に記載すること。


２　資金不足への対応策

建設資金，運転資金等が不足した場合の対応策について，できるだけ具体的に記入すること。

	対応策
	具体的な内容（金額・株主名等）

	株主による追加出資又は

劣後ローンによる対応
	

	株主等の信用力による金融

機関等からの資金枠の設定
	

	配当部分の一部積立て
	

	予備費を含めた資金調達
	

	その他の方策
	


３　修繕に要する費用不足への対応策

当初計画外の修繕費等が発生した場合の対応策について，できるだけ具体的に記入すること。

	対応策
	具体的な内容（金額・株主名等）

	株主による追加出資又は

劣後ローンによる対応
	

	株主等の信用力による金融

機関等からの資金枠の設定
	

	配当部分の一部積立て
	

	予備費を含めた資金調達
	

	その他の方策
	


４　グループ構成員等の間での業務のバックアップ体制

	業務名等
	バックアップ体制

	
	

	
	

	
	


（様式64）

５　保険の付保

入札説明書等において提案に関する条件とした事業者が付保すべき保険以外に，事業者自らの判断により保険を付保する場合は，付保する保険の種類及び内容を具体的に記入すること。

	種類
	内容

	
	

	
	

	
	


６　その他のリスク管理方法

	上記以外のリスク管理方法について，具体的に記載すること。


（記入例）





返済





融資





出資





委託





融資機関（銀行等）





京都市





PFI事業者（特別目的会社）





○PFI事業者（特別目的会社）と構成員，及び出資予定構成員，協力企業，融資機関（銀行等）等との関係を図示すること。





業務委託契約





協力会社C


（建設）





（様式60）





提案受付番号：





出資





委託





委託





出資





構成員A


（設計）





構成員B


（維持管理）





代表企業


（建設）





事業契約





（代表企業）　　業種名　　　　　　　　　　　　　　�
�
 出資：


 （記入内容 ⇒ 出資の有無，出資割合）


 その他の資金支援：


 （記入内容 ⇒ 増資の予定等）


 入札参加グループ内での業務の役割：


 （記入内容 ⇒ 交渉窓口，ＰＦＩ事業者の税務・会計・決算事務等の業務内容等）


 入札参加グループ内で負担するリスク：


 （記入内容 ⇒ 契約リスク，不可抗力リスク等のリスクの種類等）


 負担するリスクへの対応の考え方：


 （記入内容 ⇒ 保険の付保，予備費等にて対応予定などリスク回避の考え方等）�
�



（構成員）　　業種名　　　　　　　　　　　　　　�
�
上記と同様に記入すること。�
�



（協力会社）　　業種名　　　　　　　　　　　　　　�
�
上記と同様に記入すること。�
�






提案受付番号：





（様式63）





（様式63）





提案受付番号：





（例）事業所要資金を6箇月LIBOR+○%程度の変動金利で調達予定（様式○参照）。


　　　同資金に係る金利をSWAPで〔●〕年もの固定金利に変換予定


　　　変換後の金利は年△%（＝〔●〕年物SWAPレート+□bp）を見込んでおり、


　　　金利は、この調達コストに■bpのスプレッドを載せた金利を希望。


　　　スプレッドは□bp+■bp＝50bp（＝0.5%）





%





３　上記以外の資金調達手法


　　　上記以外に資金調達手法として検討している手法があれば具体的に記入すること。


　




















　４　金利変動に伴うサービス対価の改定


サービスの対価の算定根拠となる15年物（円－円）金利スワップレート（基準金利）に上乗せするスプレッドを記入すること。また，基準金利の決定日と割賦金利の支払開始日とが相違していることに十分留意のうえ，スプレッドを提案すること。





上乗せするスプレッド　





　　②　上記スプレッドの算出根拠を記入すること
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